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令和 ４ 年 ３ 月３１日 

〇条例 

 小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 小田原市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例 

 小田原市駅前広場条例の一部を改正する条例 

小田原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市消防団員の定員、任用、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市市税条例の一部を改正する条例 

〇規則 

 組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則 

小田原市成年後見制度利用促進審議会規則 

小田原市健康増進計画推進委員会規則 

美食のまち小田原推進事業者選定委員会規則 

小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例施行規則 

小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則 

小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則 

小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則 

小田原市国民健康保険条例施行規則及び小田原市後期高齢者医療に関する条例施行規

則 

小田原市褒賞基金に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則の一部を改正する規則 

小田原市総合計画審議会規則の一部を改正する規則 

市長の職務の代理に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市公印規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 
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小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市財務規則の一部を改正する規則 

小田原市財産規則の一部を改正する規則 

小田原市自転車競走実施規則の一部を改正する規則 

小田原市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

小田原市土地開発基金に関する条例施行規則を廃止する規則 

小田原市市民ホール整備基金条例施行規則を廃止する規則 



 

 

小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ９ 号 

小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）の一部を次のように改

正する。 

別表市長の部小田原市総合計画審議会の項中「策定」の次に「及び推進に関する事 

項」を加え、同部小田原市地域福祉計画策定検討委員会の項の次に次のように加える。 

小田原市成年

後見制度利用

促進審議会 

成年後見制度の利用の促進に関する事項につ

き、市長の諮問に応じて調査審議し、その結

果を報告し、及び必要と認める事項について

意見を具申すること。 

１０人以内 

別表市長の部小田原市食育推進計画策定検討委員会の項を次のように改める。 

小田原市健康

増進計画推進

委員会 

小田原市健康増進計画の策定及び推進に関す

る事項につき、市長の諮問に応じて調査審議

し、その結果を報告し、及び必要と認める事

項について意見を具申すること。 

３０人以内 

別表市長の部小田原市自殺対策計画策定検討委員会の項を削り、同部小田原市観光交

流センター指定候補者選定委員会の項の次に次のように加える。 

美食のまち小

田原推進事業

者選定委員会 

美食のまち小田原推進事業を委託する事業者 

の選定に関する事項につき、市長の諮問に応 

じて審査し、その結果を報告し、及び必要と 

認める事項について意見を具申すること。 

７人以内 

附 則 



 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（小田原市非常勤の特別職職員の報酬等に関する条例の一部改正） 

２ 小田原市非常勤の特別職職員の報酬等に関する条例（昭和４４年小田原市条例第 

５４号）の一部を次のように改正する。 

別表第３小田原市食育推進計画策定検討委員会の項中「小田原市食育推進計画策定

検討委員会」を「小田原市健康増進計画推進委員会」に改め、同表小田原市自殺対策

計画策定検討委員会の項を削る。 



 

小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１０号 

小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

小田原市国民健康保険条例（昭和３４年小田原市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

第１０条の２中「第１９条の２」の次に「及び第１９条の２の２」を加え、同条第１

号ウ中「第８１条の２第４項」を「第８１条の２第５項」に改め、同号エ中「第８１条

の２第９項第２号」を「第８１条の２第１０項第２号」に改め、同条第２号エ中「第

７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の２第１項」を加える。 

第１５条の５の２中「第１９条の２」の次に「及び第１９条の２の２」を加え、同条

第２号イ中「第７２条の３第１項」の次に「及び第７２条の３の２第１項」を加える。 

第１９条の２の見出しを「（低所得者の保険料の減額）」に改め、同条第２項後段中

「の規定」を削り、同条の次に次の１条を加える。 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第１９条の２の２ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３月

３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当該未

就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１４条又は第１５条

の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該保険料額に、それぞれ、

１０分の５を乗じて得た額（第１４条第２項の規定により端数の切上げを行った後の

額とする。）を控除して得た額とする（第４項に規定する場合を除く。）。 

２ 第１４条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合に

おいて、第１４条第３項中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

１４条又は第１５条の４」とあるのは「第１５条の５の６又は第１５条の５の１０」



 

と、「第１４条第２項」とあるのは「第１５条の５の６第２項」と、前項中「第１４

条第３項」とあるのは「第１５条の５の６第３項」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、前条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした納付義

務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得た額

とする。 

(1) 第１４条又は第１５条の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料額から、当該

保険料額に前条第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる割

合を乗じて得た額（第１４条第２項の規定により端数の切上げを行った後の額とす

る。）を控除して得た額 

(2) 前号に掲げる額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第１４条第２項の規

定により端数の切上げを行った後の額とする。） 

５ 第１４条第３項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。この場合に

おいて、第１４条第３項中「保険料率」とあるのは「額」と読み替えるものとする。 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合に

おいて、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第

１４条又は第１５条の４」とあるのは「第１５条の５の６又は第１５条の５の１０」

と、「第１４条第２項」とあるのは「第１５条の５の６第２項」と、前項中「第１４

条第３項」とあるのは「第１５条の５の６第３項」と読み替えるものとする。 

第１９条の３中「前条第１項の」を「第１９条の２第１項の」に、「前条第１項第１

号」を「第１９条の２第１項第１号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の第１９条の２の２の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料について適

用し、令和３年度分までの保険料については、なお従前の例による。 



 

 

小田原市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１１号 

小田原市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例 

小田原市青少年問題協議会条例（昭和３１年小田原市条例第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名を次のように改める。 

小田原市青少年未来会議条例 

第１条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 本市における青少年の健全育成に関する施策等の総合的かつ計画的な推進に資

するため、小田原市青少年未来会議（以下「未来会議」という。）を設置する。 

２ 未来会議は、地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号）第１条に規定す

る市町村青少年問題協議会とする。 

第２条第１項中「協議会」を「未来会議」に改め、同項各号を次のように改める。 

(1) 青少年の健全育成に関する総合的施策の樹立及びその推進につき必要な事項を調

査審議すること。 

(2) 青少年の健全育成に係る関係機関相互の連絡調整に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、地方青少年問題協議会法第２条第１項各号に掲げる

事務に関すること。 

第２条第２項中「協議会」を「未来会議」に改める。 

第３条を次のように改める。 

（委員） 

第３条 未来会議は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 未来会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 



 

 

(2) 青少年の健全育成に関する活動に従事する者 

(3) 公募市民 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、委嘱又は任命の日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただし、

委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 第４条から第６条までを削る。 

 第７条の見出し中「の職務」を削り、同条第２項中「あるとき」の次に「又は会長が

欠けたとき」を加え、同項を同条第３項とし、同条第１項中「会議の議長となる」を

「未来会議を代表する」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項

を加える。 

  未来会議に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

 第７条を第４条とし、同条の次に次の２条を加える。 

 （会議） 

第５条 未来会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 未来会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 未来会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

（部会） 

第６条 未来会議に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会における調査審議の経過及び結果を未来会議

に報告しなければならない。 

５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから

部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 前条の規定は、部会の会議について準用する。 

第８条第１項中「協議会」を「未来会議」に改め、「又は臨時委員」を削り、同条第

２項中「任命し、又は委嘱する」を「任命する」に改め、同条第３項から第５項までを

削り、同条を第７条とする。 



 

 

第９条中「ものを除く」を「ものの」に、「協議会」を「未来会議」に、「事項につ

いては」を「事項は」に改め、「会長が」の次に「未来会議に諮って」を加え、同条を

第８条とする。 

附 則 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 



 

 

小田原市駅前広場条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１２号 

小田原市駅前広場条例の一部を改正する条例 

小田原市駅前広場条例（昭和５０年小田原市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条の２第１項に次の１号を加える。 

(4) 一般車駐車場（以下「駐車場」という。） 

第２条の２第２項中「及び第３号」を「から第４号まで」に改める。 

第７条の５中「前条第１項」を「第７条の４第１項」に改め、「（以下「使用者」と

いう。）」を削り、「別表」を「別表第１」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 駐車場を使用する者は、別表第２に定める額の使用料を納付しなければならない。 

第７条の５を第７条の７とし、第７条の４の次に次の２条を加える。 

（駐車場の供用時間） 

第７条の５ 駐車場の供用時間は、終日とする。 

（駐車場の使用制限等） 

第７条の６ 駐車場内においては、自動車の駐車場所として区画された場所以外の場所

に自動車を駐車してはならない。 

２ 駐車場に駐車することができる自動車は、道路運送車両法（昭和２６年法律第 

１８５号）第３条に規定する普通自動車並びに小型自動車及び軽自動車（側車付二輪 

自動車以外の二輪自動車を除く。）のうち、長さ５メートル以下であり、かつ、幅２

メートル以下であるものとする。 

３ 次の各号のいずれかに該当する自動車は、駐車場に駐車することができない。 

(1) 発火又は引火のおそれのある物品を積載している自動車 

(2) 駐車場の施設を損傷するおそれのある自動車 

(3) 前２号に掲げるもののほか、駐車場の管理上支障があると認められる自動車 



 

 

第８条に次の１項を加える。 

２ 駐車場の使用料は、駐車場を使用する者が自動車を当該駐車場から出場させる際に

徴収する。 

第９条第１項中「前条」を「前条第１項」に改める。 

第１１条第１号中「占用者又は使用者（以下「占用者等」という。）」を「占用者等 

（占用者又は使用者（第７条の７第１項に規定する者及び駐車場を使用する者をい 

う。）をいう。以下同じ。）」に改める。 

第２０条中「の５倍」の次に「（駐車場の使用料にあっては、２倍）」を加える。 

別表中「第７条の５」を「第７条の７」に改め、同表を別表第１とし、同表の次に次

の１表を加える。 

別表第２（第７条の７関係） 

単位 金額 

２０分ごと ２００円（最初の２０分にあっては、零） 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。 



 

小田原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１３号 

小田原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条 

例 

小田原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年小田原市条例第

５８号）の一部を次のように改正する。 

別表小田原市水道料金審議会の項を次のように改める。 

小田原市上下

水道事業運営

審議会 

上下水道事業の運営に関する事項につき、事業管理

者の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、

及び必要と認める事項について意見を具申するこ 

と。 

１５人以内 

別表小田原市下水道運営審議会の項を削る。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



 

小田原市消防団員の定員、任用、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 

 

小田原市条例第１４号 

小田原市消防団員の定員、任用、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例 

小田原市消防団員の定員、任用、給与、服務等に関する条例（昭和４１年小田原市条

例第４１号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項第１号中「居住している」を「居住し、勤務し、又は通学する」に改め

る。 

第５条第２項第２号を次のように改める。 

(2) 第３条第３項第１号に該当しなくなったとき。 

第１２条の見出しを「（年額報酬）」に改め、同条第１項中「報酬」を「年額報酬」

に改め、同条第２項中「報酬の」を「年額報酬の」に改める。 

第１３条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（出動報酬）」を付し、同条中

「費用弁償」を「出動報酬」に改める。 

第１４条に見出しとして「（費用弁償）」を付し、同条第１項中「前条の場合を除

き、」を削る。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第１３条関係） 

区分 報酬額 

災害出動 １日につき（４時間以下の場合） ４，０００円 

１日につき（４時間を超える場合） ８，０００円 

警戒出動 １日につき ３，５００円 

訓練等出動 １日につき ３，５００円 



 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１５号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



小田原市市税条例の一部を改正する条例 

小田原市市税条例（昭和５０年小田原市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項中「又は各連結事業年度」を削り、同条第２項中「又は各連結事業年

度」及び「又は連結事業年度」を削る。 

附則第５項第２号中「法」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１

号）附則第１３条第４項の規定によりなお従前の例によることとされる同法第１条の規

定による改正前の法」に改め、同項第３号中「附則第１５条第２７項第１号」を「附則

第１５条第２６項第１号」に改め、同項第４号中「附則第１５条第２７項第２号」を

「附則第１５条第２６項第２号」に改め、同項第５号中「附則第１５条第２７項

第３号」を「附則第１５条第２６項第３号」に改め、同項第６号中「附則第１５条第

３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同項第７号中「附則第１５条第３５項」

を「附則第１５条第３４項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （法人の市民税に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお

従前の例による。 



 

組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ２ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則 

 （小田原市事務分掌に関する規則の一部改正） 

第１条 小田原市事務分掌に関する規則（昭和４４年小田原市規則第２９号）の一部を 

次のように改正する。 

  第２条中 

「企画政策課 企画政策係 行政経営係 移住定住係 オリンピック・パラリン 

ピック推進係 

公共施設マネジメント課 施設活用係 施設保全係            」 

を 

「企画政策課 企画政策係 行政経営係 移住定住係            」に、 

「管財課 管財係 土地係                        」を 

「資産経営課 管理係 活用係 保全係                  」に、 

「環境政策課 環境政策係 ごみ減量推進係                 

エネルギー政策推進課 エネルギー政策推進係               

環境保護課 環境保護係 衛生・美化係 施設係 公害対策係       」 

を 

「環境政策課 環境政策係 資源循環係                  

ゼロカーボン推進課 ゼロカーボン推進係 エネルギー事業推進係      

環境保護課 環境保護係 衛生・美化係 公害対策係           」 

に、 

「都市計画課 都市計画係 市街地・拠点施設整備係 広域交流拠点整備係  」を 

「都市計画課 都市計画係 市街地整備推進係               」に 

改める。 

 第３条広報広聴室の事務分掌中(5)を削り、同室の事務分掌(6)中「広報委員」を

「広報委員事業」に改め、同室の事務分掌中(6)を(5)とし、(7)を(6)とし、同室の事

務分掌(8)中「市長への手紙等」を削り、同室の事務分掌中(8)を(7)とし、(9)を(8)

とし、(8)の次に次のように加える。 

   (9) 都市イメージの総合的な情報発信に関すること。 

 第３条企画部企画政策課の事務分掌中(5)を削り、(6)を(5)とし、(7)から(13)まで

を１ずつ繰り上げ、(14)を削り、(15)を(13)とし、(13)の次に次のように加える。 

   (14)  ふるさと応援寄附金事業に関すること。 

 第３条企画部企画政策課の事務分掌中(16)を削り、(17)を(15)とする。 

 第３条企画部公共施設マネジメント課の課名及び事務分掌を削る。 



 

第３条企画部未来創造・若者課の事務分掌(1)中「各部門にわたる重要事務事業」

を「特命による行政施策」に改める。 

 第３条総務部管財課の課名を「資産経営課」に改め、同課の事務分掌中(20)を(22) 

とし、(11)から(19)までを２ずつ繰り下げ、(10)を(11)とし、(11)の次に次のように

加える。 

   (12)  市有建物の保全の総合的な調整に関すること。 

  第３条総務部資産経営課の事務分掌中(9)を(10)とし、(2)から(8)までを１ずつ繰 

り下げ、(1)の次に次のように加える。 

   (2) 公共施設の適正配置に関すること。 

 第３条公営事業部事業課の事務分掌中(7)を(8)とし、(4)から(6)までを１ずつ繰り

下げ、(3)の次に次のように加える。 

  (4) 小田原競輪場施設等改善基金に関すること。 

 第３条市民部地域安全課の事務分掌中(5)を削り、(6)を(5)とし、(7)を(6)とし、

(8)を(7)とする。 

 第３条文化部文化政策課の事務分掌中(7)を削り、(8)を(7)とし、(9)を削り、同課 

の事務分掌(10)中「市民会館」を「旧市民会館の管理」に改め、同課の事務分掌中 

(10)を(8)とし、(11)を(9)とし、(12)を(10)とする。 

 第３条文化部スポーツ課の事務分掌(8)中「、高田運動広場、寿町テニス場」を削

り、同課の事務分掌中(16)を(17)とし、(10)から(15)までを１ずつ繰り下げ、同課の

事務分掌(9)中「酒匂川サイクリングロード」を「小田原市酒匂川サイクリングコー

ス」に改め、同課の事務分掌中(9)を(10)とし、(8)の次に次のように加える。 

   (9) 寿町テニス場跡地の管理に関すること。 

 第３条環境部環境政策課の事務分掌中(5)を削り、(6)を(5)とし、(5)の次に次のよ

うに加える。 

   (6) 資源循環の促進に関すること。 

 第３条環境部エネルギー政策推進課の課名を「ゼロカーボン推進課」に改め、同課 

の事務分掌(1)中「エネルギー政策の総合的企画」を「地球温暖化対策及びエネルギ

ー政策の企画」に改め、同課の事務分掌(2)中「エネルギー計画」を「地球温暖化対

策及びエネルギーに係る計画」に改め、同課の事務分掌中(4)を(5)とし、(3)を(4)と

し、(2)の次に次のように加える。 



 

   (3) 地球温暖化対策の推進に関すること。 

 第３条環境部ゼロカーボン推進課の事務分掌に次のように加える。 

   (6) エネルギーマネジメントシステムの導入促進に関すること。 

   (7) 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）に基づ

く地域脱炭素化促進事業の推進に関すること。 

 第３条福祉健康部福祉政策課の事務分掌中(23)を(25)とし、(13)から(22)までを２ 

ずつ繰り下げ、(12)の次に次のように加える。 

    (13) 社会福祉連携推進法人の認定等に関すること。 

    (14)  社会福祉連携推進法人の監督に関すること。 

 第３条福祉健康部健康づくり課の事務分掌中(7)を削り、(8)を(7)とし、(9)から 

(15)までを１ずつ繰り上げる。 

 第３条子ども青少年部青少年課の事務分掌中(5)から(7)までを削り、(4)を(7)とし、

(3)を(5)とし、(5)の次に次のように加える。 

    (6) 子どもの居場所づくりに関すること。 

 第３条子ども青少年部青少年課の事務分掌中(2)を(4)とし、(1)の次に次のように

加える。 

    (2) 青少年問題協議会に関すること。 

    (3) 青少年の社会参画力の育成に関すること。 

 第３条都市部都市政策課の事務分掌中(13)を(14)とし、(7)から(12)までを１ずつ 

繰り下げ、(6)の次に次のように加える。 

    (7) 空家等対策に関すること。 

 第３条都市部都市計画課の事務分掌(13)中「お城通り地区再開発事業の調査、計画、 

指導、助成及び施行」を「お城通り地区広域交流施設及び駐車場施設」に改め、同課

の事務分掌中(14)を削り、(15)を(14)とし、(16)から(19)までを１ずつ繰り上げる。 

 第３条都市部まちづくり交通課の事務分掌中(1)を削り、(2)を(1)とし、(3)から

(12)までを１ずつ繰り上げる。 

 第３条建設部建設政策課の事務分掌中(5)を削り、(6)を(5)とし、(7)から(10)まで

を１ずつ繰り上げる。 

 第３条建設部土木管理課の事務分掌に次のように加える。 

    (25)  岩石、砂利及び土採取に関すること。 



 

第２条 小田原市事務分掌に関する規則の一部を次のように改正する。 

 第３条子ども青少年部青少年課の事務分掌(2)中「青少年問題協議会」を「青少年

未来会議」に改める。 

（小田原市職員の職の設置等に関する規則の一部改正） 

第３条 小田原市職員の職の設置等に関する規則（昭和４２年小田原市規則第３号）

の一部を次のように改正する。 

別表第２(1)の表に次のように加える。 

管理監 事務職員又は技術職員 

別表第３中 

「 
管理監 １ 部長の特定職務を補佐すること。 

２ 部長の指示する特定事項の調査及び研究に関すること。 

３ 担当業務の改善に関すること。 

４ 業務を円滑に展開するための環境形成に関すること。 
」

を 

 
「 

管理監（別表

第２(1)及び

(2)に規定す

る管理監をい

う。） 

１ 上司の特定職務を補佐すること。 

２ 上司の指示する特定事項の調査及び研究に関すること。 

３ 担当業務の改善に関すること。 

４ 業務を円滑に展開するための環境形成に関すること。 

」

に 

改める。 

（小田原市公共施設包括管理業務事業者選定委員会規則の一部改正） 

第４条 小田原市公共施設包括管理業務事業者選定委員会規則（平成３１年小田原市規 

則第６号）の一部を次のように改正する。 

第９条中「企画部公共施設マネジメント課」を「総務部資産経営課」に改める。 

（小田原市空家等対策協議会規則の一部改正） 

第５条 小田原市空家等対策協議会規則（平成２８年小田原市規則第５３号）の一部を

次のように改正する。 

第６条の見出しを「（庶務）」に改め、同条中「市民部地域安全課」を「都市部都

市政策課」に改める。 



 

（小田原市地価公示台帳の閲覧に関する規則の一部改正） 

第６条 小田原市地価公示台帳の閲覧に関する規則（昭和４８年小田原市規則第２２

号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「総務部管財課」を「総務部資産経営課」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、同年１０月

１日から施行する。 



小田原市成年後見制度利用促進審議会規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ３ 号 

小田原市成年後見制度利用促進審議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）第 

２条の規定に基づき設置された小田原市成年後見制度利用促進審議会（以下「審議 

会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、成年後見制度の利用の促進に関する事項につき、市長の諮問に応じ

て調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申するも

のとする。 

（委員） 

第３条 審議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱する。 

 (1) 学識経験者 

(2) 弁護士 

(3) 司法書士 

(4) 行政書士 

(5) 社会福祉士 

(6) 民生委員 

(7) 地域包括支援センターの職員 

(8) 障害者の相談支援を行う事業所の職員 

(9) 公募市民 

(10)  前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、



前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職 

務を代理する。 

４ 会長及び副会長の任期は、委員の任期による。 

 （会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 （関係者の出席） 

第６条 審議会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らない。その職を退いた後も、また同様とする。 

 （庶務） 

第８条 審議会の事務は、福祉健康部福祉政策課において処理する。 

 （委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市健康増進計画推進委員会規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ４ 号 

小田原市健康増進計画推進委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）第

２条の規定に基づき設置された小田原市健康増進計画推進委員会（以下「委員会」と

いう。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、小田原市健康増進計画の策定及び推進に関する事項につき、市長の

諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を

具申するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱し、又は任命する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) 医師 

(3) 歯科医師 

(4) 薬剤師 

(5) 民生委員 

(6) 住民組織の役員 

(7) 社会福祉法人小田原市社会福祉協議会の職員 

(8) 地域包括支援センターの職員 

(9) 保育所の長 

(10)  市立小学校及び市立中学校の校長 

(11)  小田原箱根商工会議所が推薦する者 



(12)  労働基準監督署の職員 

(13)  神奈川県の職員 

(14)  公募市民 

(15)  前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、委嘱又は任命の日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただし、

委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

４ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 （関係者の出席） 

第６条 委員会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（部会） 

第７条 委員会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会における調査審議の経過及び結果を委員会に

報告しなければならない。 

５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから

部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 前２条の規定は、部会の会議について準用する。 



（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らない。その職を退いた後も、また同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会及び部会の事務は、福祉健康部健康づくり課において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （小田原市食育推進計画策定検討委員会規則及び小田原市自殺対策計画策定検討委員

会規則の廃止） 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

 (1) 小田原市食育推進計画策定検討委員会規則（平成２８年小田原市規則第５０号） 

  (2) 小田原市自殺対策計画策定検討委員会規則（平成３０年小田原市規則第４号） 



美食のまち小田原推進事業者選定委員会規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ５ 号 

美食のまち小田原推進事業者選定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）第

２条の規定に基づき設置された美食のまち小田原推進事業者選定委員会（以下「委員

会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、美食のまち小田原推進事業を委託する事業者の選定に関する事項に

つき、市長の諮問に応じて審査し、その結果を報告し、及び必要と認める事項につい

て意見を具申するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱し、又は任命する。 

 (1) 学識経験者 

  (2) 農業、漁業、商業、観光等に関わる団体の代表者 

  (3) 市の職員 

  (4) 前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員は、委員会に諮問された事項に関する審査が終了したときは、解嘱され、又は

解任されるものとする。 

 （委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理す

る。 



 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 （関係者の出席） 

第６条 委員会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

 （除斥） 

第７条 委員は、自己、配偶者又は３親等内の親族の利害に関係のある事案については、 

その議事に加わることができない。ただし、委員会の同意があったときは、会議に出

席し、発言することができる。 

２ 前項の規定により委員長が議事に加わることができない場合には、その議事に限り、 

第４条第３項に規定する委員長があらかじめ指名する委員が、委員長の職務を行う。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らない。その職を退いた後も、また同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の事務は、経済部観光課において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例施行規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ６ 号 

小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例（平成 

３０年小田原市条例第２号）第７条の規定に基づき、指定居宅介護支援の事業の人員

及び運営に関する基準並びにこれらのうち基準該当居宅介護支援の事業が満たすべき

基準を定めるものとする。 

（指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準等） 

第２条 指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準並びにこれらのうち基準

該当居宅介護支援の事業が満たすべき基準は、指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。次条において「省令」という。）

に定める基準のとおりとする。 

（記録の整備） 

第３条 前条の場合においては、省令第２９条第２項（省令第３０条において準用する

場合を含む。）中「２年間」とあるのは、「５年間」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （旧規則の廃止） 

２ 小田原市指定居宅介護支援等に関する基準等を定める条例施行規則（平成３０年小

田原市規則第７号）は、廃止する。 



小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ７ 号 

小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例（平成

２６年小田原市条例第６０号）第７条の規定に基づき、指定介護予防支援に係る介護

予防のための効果的な支援の方法並びに指定介護予防支援の事業の人員及び運営に関

する基準並びにこれらのうち基準該当介護予防支援の事業が満たすべき基準を定める

ものとする。 

（指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準等） 

第２条 指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法並びに指定介護

予防支援の事業の人員及び運営に関する基準並びにこれらのうち基準該当介護予防支

援の事業が満たすべき基準は、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３７号。次条において「省令」という。）に定める基準のとおりと

する。 

（記録の整備） 

第３条 前条の場合においては、省令第２８条第２項（省令第３２条において準用する

場合を含む。）中「２年間」とあるのは、「５年間」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （旧規則の廃止） 

２ 小田原市指定介護予防支援等に関する基準等を定める条例施行規則（平成２７年小

田原市規則第１６号）は、廃止する。 



小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ８ 号 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例（平成２６年小田原市条例第４５号）第４条の規定に基づき、

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（第３条において

「運営基準」という。）を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第

３９号。以下「省令」という。）において使用する用語の例による。 

（運営基準） 

第３条 運営基準は、次条に定めるもののほか、省令に定める基準のとおりとする。 

第４条 省令第１３条第４項第３号イからハまでに掲げるもののほか、満３歳以上教

育・保育給付認定子どものうち、その教育・保育給付認定保護者が子ども・子育て支

援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第４条第２項第８号イ又はロに掲げる教

育・保育給付認定保護者に該当するものに対する副食の提供に要する費用の額は、教

育・保育給付認定保護者から受けることができる食事の提供に要する費用の額から除

くものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



 （旧規則の廃止） 

２ 小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例施行規則（平成２６年小田原市規則第４７号）は、廃止する。 



小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則をここ

に公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ９ 号 

小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規

則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２６年小田原市条例第４７号）第７条の規定に基づき、家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準（次条において「最低基準」という。）を定めるものと

する。 

（最低基準） 

第２条 最低基準は、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生

労働省令第６１号）に定める基準のとおりとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （旧規則の廃止） 

２ 小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平

成２６年小田原市規則第４９号）は、廃止する。 



 

小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１０号 

小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２６年小田原市条例第４６号）第７条の規定に基づき、放課後児童

健全育成事業の設備及び運営に関する基準（次条において「最低基準」という。）を

定めるものとする。 

（最低基準） 

第２条 最低基準は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６

年厚生労働省令第６３号）に定める基準のとおりとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （旧規則の廃止） 

２ 小田原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規

則（平成２６年小田原市規則第４８号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 令和６年３月３１日までの間、放課後児童支援員の資格に係る第２条の規定の適用

については、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第１０条第３項中

「修了したもの」とあるのは、「修了したもの（令和６年３月３１日までに修了する

ことを予定している者を含む。）」とする。 



 

小田原市国民健康保険条例施行規則及び小田原市後期高齢者医療に関する条例施行規

則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１１号 

小田原市国民健康保険条例施行規則及び小田原市後期高齢者医療に関する条 

例施行規則の一部を改正する規則 

 （小田原市国民健康保険条例施行規則の一部改正） 

第１条 小田原市国民健康保険条例施行規則（昭和３４年小田原市規則第８号）の一部

を次のように改正する。 

第１４条中「次のとおり」を「厚生労働省の所管する法律又は政令の規定に基づく

立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する省令（令和

３年厚生労働省令第１７５号）別記様式」に改め、同条各号を削る。 

  様式第１号から様式第３号までを次のように改める。 

様式第１号から様式第３号まで 削除 

 （小田原市後期高齢者医療に関する条例施行規則の一部改正） 

第２条 小田原市後期高齢者医療に関する条例施行規則（平成２０年小田原市規則第９

号）の一部を次のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

（身分を証明する証票） 

第２条 保険料の徴収に関する調査又は滞納処分のため財産の差押えを行う当該職員

は、厚生労働省の所管する法律又は政令の規定に基づく立入検査等の際に携帯する 

職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する省令（令和３年厚生労働省令第 

１７５号）別記様式による身分を証明する証票を携帯しなければならない。 

第３条第１号中「様式第３号」を「様式第１号」に改め、同条第２号中「様式第４ 

号」を「様式第２号」に改め、同条第３号中「様式第５号」を「様式第３号」に改め、

同条第４号中「様式第６号」を「様式第４号」に改め、同条第５号中「様式第７号」 



 

を「様式第５号」に改め、同条第６号中「様式第８号」を「様式第６号」に改める。 

 様式第１号及び様式第２号を削り、様式第３号を様式第１号とし、様式第４号から 

様式第８号までを２号ずつ繰り上げる。 

   附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市褒賞基金に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１２号 

小田原市褒賞基金に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市褒賞基金に関する条例施行規則（昭和５１年小田原市規則第２号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第３号中「当該市民で構成される」を「これを主たる構成員とする」に改め、

「親に孝養を尽くす行為その他親族に対する孝行が顕著であって他の模範となるもの又

は」を削り、「若しくは」を「又は」に改め、「通じて」の次に「顕著に」を加える。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１３号 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２８年小田原市規則第５７号）

の一部を次のように改正する。 

第９条第１号サ中「附則第２条第３項」を「附則第２条第４項」に改める。 

附 則 

この規則は、令和４年６月１日から施行する。 



小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１４号 

小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則の一部を改正 

する規則 

小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則（昭和５１年小田原市

規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項第６号中「、改葬及び斎場使用」を「及び改葬」に改め、同項第９号か

ら第１１号までを次のように改める。 

(9) 国民健康保険の受付及び連絡に関すること。 

(10) 後期高齢者医療の受付及び連絡に関すること。 

(11) 介護保険の受付及び連絡に関すること。 

第３条第１項第１２号を削り、同項第１３号中「及び国民健康保険料」を削り、同号 

を同項第１２号とし、同項第１４号を同項第１３号とし、同号の次に次の１号を加える。 

(14) 小児医療費助成の受付及び連絡に関すること。 

第３条第１項中第１８号を削り、第１７号を第１８号とし、第１６号を削り、第１５

号を第１７号とし、第１４号の次に次の２号を加える。 

(15) ひとり親家庭等医療助成費支給の受付及び連絡に関すること。 

(16) 重度障害者医療費助成の受付及び連絡に関すること。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市総合計画審議会規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１５号 

小田原市総合計画審議会規則の一部を改正する規則 

第１条 小田原市総合計画審議会規則（昭和５４年小田原市規則第３号）の一部を次の 

 ように改正する。 

第２条中「につき」を「及び推進に関する事項につき、」に改め、「報告し、」の

次に「及び」を加える。 

第３条第２項を次のように改める。 

２ 委員の任期は、委嘱の日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただし、委員

が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第３条に次の１項を加える。 

３ 委員は、再任されることができる。 

第２条 小田原市総合計画審議会規則の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「翌年度」を「翌々年度」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４

月１日から施行する。 



市長の職務の代理に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１６号 

市長の職務の代理に関する規則の一部を改正する規則 

 市長の職務の代理に関する規則（平成４年小田原市規則第４１号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 本則中「昭和２２年法律第６７号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「によ 

る」を「とする」に改め、本則を第１条とし、同条に見出しとして「（市長の職務を代 

理する副市長の順序）」を付し、同条の次に次の２条を加える。 

（市長の職務を代理する市長の指定する職員） 

第２条 法第１５２条第２項の規定により市長の職務を代理する職員は、企画部長の職 

にある者とする。 

 （市長の職務を代理する上席の職員） 

第３条 法第１５２条第３項の規定により市長の職務を代理する上席の職員は、小田原 

市職員の職の設置等に関する規則（昭和４２年小田原市規則第３号）別表第１に規定 

する部長の職にある者（本庁舎に勤務する者に限る。）とし、その代理する順序は、 

小田原市部等設置条例（昭和４２年小田原市条例第３号）第１条に掲げる部の順序と 

する。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１７号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



小田原市公印規則の一部を改正する規則 

小田原市公印規則（昭和２９年小田原市規則第９号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 
国民健康保険被保険者証用、国

民健康保険及び介護保険被保険

者証被保険者確認用並びに住民

基本台帳カード及び個人番号カ

ード記載事項訂正用小田原市印 

４ 同 方９㎜ 戸籍住民課長、

マロニエ係長、

いずみ係長、こ

ゆるぎ係長、高

齢介護課長及び

保険課長 」

を

 
「 

国民健康保険被保険者証用並び

に国民健康保険及び介護保険被

保険者証被保険者確認用小田原

市印 

４ 同 方９㎜ 高齢介護課長、

保険課長、マロ

ニエ係長、いず

み係長及びこゆ

るぎ係長 」

に、 

 
「 

障がい福祉課長

及び子育て政策

課長 

」

を

「 
障がい福祉課長、

子育て政策課長、

マロニエ係長、 

いずみ係長及び 

こゆるぎ係長 」

に改め、同表在留カード及び特別永住者 

 

証明書用小田原市長印の項の次に次のように加える。 

 
 

住民基本台帳カード及び個人番

号カード記載事項訂正用小田原

市長印 

３０

の２ 

同 縦４㎜ 

横１５mm 

戸籍住民課長、

マロニエ係長、

いずみ係長及び

こゆるぎ係長  

 

別表第２の３０の図の次に次の１図を加える。 

３０の２  

小田原市長印  



附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１８号 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成元年小田原市規則第２５号）の

一部を次のように改正する。 

別表第４職員の結婚の項の次に次のように加える。 

職員が不妊治療に係る通院等のため勤務

しないことが相当であると認められる場

合 

１の年度において５日（当該通院等が体

外受精及び顕微授精に係るものである場

合にあっては、１０日）を超えない範囲

内の日数とし、休暇の単位は、１日又は

１時間とする。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１９号 

小田原市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の育児休業等に関する規則（平成４年小田原市規則第３２号）の一部を 

次のように改正する。 

第１条中「第２９条」を「第３１条」に改める。 

第２条（見出しを含む。）中「第２条第５号ア(ｳ)」を「第２条第５号ア(ｲ)」に改め 

る。 

第１８条（見出しを含む。）中「第２５条第２号イ」を「第２５条第２号」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公

布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２０号 

小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平成２年小田原市規則第２号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

(7) 学校給食費 

第３条第３項第１号中「負担金、家賃又は保育料」を「家賃、保育料又は学校給食

費」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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小田原市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２１号 
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小田原市財務規則の一部を改正する規則 

小田原市財務規則（昭和３９年小田原市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

第５３条第１項に次の１号を加える。 

(6) 法第２３１条の２の２の規定により納入義務者が指定納付受託者に収入金の納付

を委託したとき。 

第５５条の２の見出し中「指定代理納付者」を「指定納付受託者」に改め、同条第１

項中「歳入徴収権者」を「市長」に、「指定代理納付者」を「指定納付受託者」に改め、

同条第２項を削る。 

第５６条第１項中「歳入徴収権者」を「市長」に改める。 

 別表第１公共施設マネジメント課の項を削り、同表管財課の項を次のように改める。 

資産経営課 管理係長 

 別表第２エネルギー政策推進課の項を次のように改める。 

ゼロカーボン推進課 ゼロカーボン推進係長 

別表第３の(1)の表中「軽自動車税」を「軽自動車税の種別割」に、 

「 

00290-7-960282 
小田原市会計管理

者 

光学式文字読取装置で処理することがで

きる収入済通知書を使用する保育所保育

料の収納及び自動払込みによる保育所保

育料の収納 

」

を 

00230-3-960082 
小田原市会計管理

者 

自動払込みによる市立幼稚園保育料の収

納 

 
「 

00290-7-960282 
小田原市会計管理

者 

光学式文字読取装置で処理することがで

きる収入済通知書を使用する保育所保育

料の収納及び自動払込みによる保育所保

育料の収納 
」

に 

改める。 

 別表第３の(2)の表中「軽自動車税」を「軽自動車税の種別割」に改める。 

 様式第３１号の２及び様式第３１号の３を次のように改める。
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様式第３１号の２（第４３条、第１４１条関係） 

小田原市納付金口座振替依頼書兼変更・解約届 

（小田原市納付金自動払込利用申込書兼廃止届） 
 

金融機関・ゆうちょ銀行 御中 □新規 □変更 □解約(廃止) 申込年月日     年   月   日 

私は、小田原市への納付金の口座振替による取扱いを、次のとおり依頼したいので申し出ます。 

納
入
義
務
者 

住 所 

電 話     （  ）      

フリガナ  固定資産税・都市計画税の共有名義分を振替する場合に記入する。 

氏  名  
左記代表者ほか 

（    ）名 
□ 

左記代表者の単独名義分、共有名義分全てを

一括して申し込む。 
 

項
目 

新 規 ・ 解 約（廃止） ・ 変 更 後 
変更前（ゆうちょ銀行を除く。） 

※同一金融機関内での変更手続の場合にのみ、変更用として下の欄にご記入ください。 

口
座
名
義
人 

住 所  
届出印 

住 所  
届出印 

  
フリガナ  フリガナ  

氏 名  氏 名  

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
以
外
の
金
融
機
関 

金融機関名及び店舗名 金融機関名及び店舗名 

銀行・金庫               

組合・農協             店 

銀行・金庫                

組合・農協              店 

金融機関コード・店舗コード 
（金融機関が記入してください。） 

預金種目 口座番号（右づめで記入） 
金融機関コード・店舗コード 

（金融機関が記入してください。） 預金種目 口座番号（右づめで記入） 

       

□ 普通 
□ 当座 
□ 納税準備 

              

□ 普通 
□ 当座 
□ 納税準備 

       

ゆ
う
ち
ょ
銀
行 

種目コード 
契約種別 
コード 

払込日 払込先口座番号 払込先加入者名 金融機関コード 
通帳記号(左づめで記入) 

※６桁目がある場合は｢の｣欄に記入 通帳番号（右づめで記入） 

新規（166） 

廃止（176） 
別記 

月末日 
（土日祝日の場合 

は翌営業日） 
別記のとおり 小田原市会計管理者 ９ ９ ０ ０ １    ０ 

の 
        

対 象 種 目 通 知 書 番 号 等 
振替（払込）又は解約（廃止）
開始期（希望時のみ記入） 

契 約 種 別 
コ ー ド 

払込先口座番号 

□ 市県民税（普通徴収） 
通知書番号 
又は納付番号  年度    期分から 35 00230-7-960294 

□ 
固定資産税 

都市計画税 

通知書番号 

又は納付番号 
 年度    期分から 35 00290-5-960209 

□ 軽自動車税（種別割） 納入義務者が所有する全ての車両が対象になります。  年度分から      35 00280-7-960216 

□ 
国民健康保険料 

（普通徴収） 
被保険者番号  年度    期分から 28 00200-3-960291 

□ 
介護保険料 

（普通徴収） 
被保険者番号  年度    月分から 28 00210-4-960292 

□ 
後期高齢者医療 

保険料（普通徴収） 
被保険者番号  年度    月分から 28 00200-0-960673 

□ 清掃手数料 □定額□従量□ごみ□浄化槽 
台帳番号 

年度    月分から 30 00240-5-960287 

□ 霊園管理手数料 区画番号     区     側     番  年度分から      30 00250-6-960288 

□ 市営住宅使用料 

□ 市営住宅駐車場使用料 

住宅名 

号室  年度    月分から 25 00230-3-960286 

□ 学校給食費 
学校名 児童生徒名（カタカナ） 児童生徒生年月日 
 

                 年  月  日  
年度    月分から 30 00220-3-960341 

□ 
放課後児童クラブ 

保護者負担金 

クラブ名      児童名     通知書番号 
年度    月分から 30 00260-8-960289 

□ 保育所保育料 
保育所名   児童名（カタカナ） 児童生年月日 
 

                 年  月  日  
年度    月分から 30 00290-7-960282 

（ゆうちょ銀行を除く。） 

 

受付印 印鑑照合 検 印 

   
 

 

受付店日付印 

 

 

（金融機関・ゆうちょ銀行提出用） 
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様式第３１号の３（第４３条、第１４１条関係） 

小田原市納付金口座振替納入通知書等送付依頼書兼変更・廃止届 

（小田原市納付金自動払込受付通知書兼廃止届） 
 

小田原市長 様 □新規 □変更 □解約(廃止) 申込年月日     年   月   日 

私は、貴市への納付金の口座振替による取扱いを、次のとおり依頼したいので申し出ます。なお、口座振替の取扱いに当たっては、納入通知書等を

下記の金融機関・ゆうちょ銀行に送付してください。 

納
入
義
務
者 

住 所 

電 話     （  ）      

フリガナ  固定資産税・都市計画税の共有名義分を振替する場合に記入する。 

氏 名  
左記代表者ほか 

（    ）名 
□ 

左記代表者の単独名義分、共有名義分全てを

一括して申し込む。 
 

項
目 新 規 ・ 解 約（廃止） ・ 変 更 後 

変更前（ゆうちょ銀行を除く。） 

※同一金融機関内での変更手続の場合にのみ、変更用として下の欄にご記入ください。 

口
座
名
義
人 

住 所  
届出印 

住 所  
届出印 

  
フリガナ  フ リ ガ ナ  

氏 名  氏 名  

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
以
外
の
金
融
機
関 

金融機関名及び店舗名 金融機関名及び店舗名 

銀行・金庫               

組合・農協             店 

銀行・金庫                

組合・農協              店 

金融機関コード・店舗コード 
（金融機関が記入してください。） 

預金種目 口座番号（右づめで記入） 
金融機関コード・店舗コード 

（金融機関が記入してください。） 
預金種目 口座番号（右づめで記入） 

       

□ 普通 
□ 当座 
□ 納税準備 

              

□ 普通 
□ 当座 
□ 納税準備 

       

ゆ
う
ち
ょ
銀
行 

種目コード 
契約種別 

コード 
払込日 払込先口座番号 払込先加入者名 金融機関コード 

通帳記号(左づめで記入) 
※６桁目がある場合は｢の｣欄に記入 通帳番号（右づめで記入） 

新規（166） 

廃止（176） 別記 

月末日 
（土日祝日の場合 

は翌営業日） 
別記のとおり 小田原市会計管理者 ９ ９ ０ ０ １    ０ 

の 

        

対 象 種 目 通 知 書 番 号 等 
振替（払込）又は解約（廃止）
開始期（希望時のみ記入） 

契約種別 
コ ー ド

払込先口座番号 

□ 市県民税（普通徴収） 
通知書番号 

又は納付番号 
 年度    期分から 35 00230-7-960294 

□ 
固定資産税 

都市計画税 

通知書番号 

又は納付番号 
 年度    期分から 35 00290-5-960209 

□ 軽自動車税（種別割） 納入義務者が所有する全ての車両が対象になります。 年度分から      35 00280-7-960216 

□ 
国民健康保険料 

（普通徴収） 
被保険者番号  年度    期分から 28 00200-3-960291 

□ 
介護保険料 

（普通徴収） 
被保険者番号  年度    月分から 28 00210-4-960292 

□ 
後期高齢者医療 

保険料（普通徴収） 
被保険者番号  年度    月分から 28 00200-0-960673 

□ 清掃手数料 □定額□従量□ごみ□浄化槽 
台帳番号 

年度    月分から 30 00240-5-960287 

□ 霊園管理手数料 区画番号     区     側     番 年度分から      30 00250-6-960288 

□ 市営住宅使用料 

□ 市営住宅駐車場使用料 

住宅名 

号室  年度    月分から 25 00230-3-960286 

□ 学校給食費 
学校名 児童生徒名（カタカナ） 児童生徒生年月日 
 
                 年  月  日  

年度    月分から 30 00220-3-960341 

□ 
放課後児童クラブ 

保護者負担金 

クラブ名      児童名     通知書番号 
年度    月分から 30 00260-8-960289 

□ 保育所保育料 
保育所名   児童名（カタカナ） 児童生年月日 
 
                 年  月  日  

年度    月分から 30 00290-7-960282 

 

当店に上記預金口座のあることを確認し、納付金口座振替依頼書を受理しました。 

受付通知書の送付先口座番号 

00230-7-960294 
 
              年  月  日 
 

取扱金融機関名（ゆうちょ銀行を除く。） 
 

                                
                                

受付店日付印 

 

 

（小田原市提出用） 
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 様式第３１号の４及び様式第３１号の５中「軽自動車税」を「軽自動車税（種別

割）」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市財産規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２２号 

小田原市財産規則の一部を改正する規則 

小田原市財産規則（昭和４０年小田原市規則第５７号）の一部を次のように改正する。 

第３１条第１号中「こと」の次に「（市長の承認を受けた場合を除く。）」を加える。 

 別表公共施設マネジメント課の項を削り、同表管財課の項を次のように改める。 

資産経営課 管理係長 

 別表エネルギー政策推進課の項を次のように改める。 

ゼロカーボン推進課 ゼロカーボン推進係長 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



小田原市自転車競走実施規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２３号 

小田原市自転車競走実施規則の一部を改正する規則 

小田原市自転車競走実施規則（昭和３７年小田原市規則第３８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６３条第１項各号を次のように改める。 

(1) 普通入場料 １人につき１００円 

(2) 指定観覧席入場料 次に掲げる観覧席の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 特別指定観覧席（当日席） １席につき１，０００円 

イ 特別指定観覧席（期間指定席） 次に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

(ｱ) ４月１日から翌年の３月３１日まで有効のもの １席につき５，０００円 

(ｲ) ４月１日から９月３０日まで又は１０月１日から翌年の３月３１日まで有効

のもの １席につき３，０００円 

ウ 指定観覧席 １席につき２００円 

第６４条第１項中「競走施行の年月日」を「有効期間」に改める。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



 

小田原市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２４号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

小田原市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市介護保険条例施行規則（平成１２年小田原市規則第９号）の一部を次のよう 

に改正する。 

様式第６号中 

「 

 

被 

  

保 

  

険 

  

者 

 

被 保 険 者 番 号           個 人 番 号             

」

を 

フ リ ガ ナ  生 年 月 日 年  月  日（  歳） 

氏 名  性 別 男 ・ 女 

住 所 
〒 

電話番号    －  －     

現 在 の 要 介 護 状 態 

区 分 等 

※更新申請・区分変更

申請の場合に記入 

要介護状態区分１・２・３・４・５  要支援状態区分１・２ 

有効期間    年  月  日から    年  月  日まで 

申 請 の 理 由 

※新規申請・区分変更

申請の場合に記入 

 

介 護 保 険 施 設 入 所 

の 有 無 

（短期入所を除く。） 

有 

・ 

無 

入 所 施 設 名  

所 在 地  

 
「 

被 

  

保 

  

険 

  

者 

介護保険被保険者番号           個 人 番 号             

」

に、 

医 療 保 険 
保 険 者 名  保 険 者番 号  

被保険者証 記 号  番 号   枝 番  

フ リ ガ ナ  生 年 月 日 年  月  日（  歳） 

氏 名  性 別 男 ・ 女 

住 所 
〒 

電話番号    －  －     

現 在 の 要 介 護 状 態 

区 分 等 

※更新申請・区分変更

申請の場合に記入 

要介護状態区分１・２・３・４・５  要支援状態区分１・２ 

有効期間    年  月  日から    年  月  日まで 

申 請 の 理 由 

※新規申請・区分変更

申請の場合に記入 

 

介 護 保 険 施 設 入 所 

の 有 無 

（短期入所を除く。） 

有 

・ 

無 

入 所 施 設 名  

所 在 地  

 
「 

医 療 保 険 者 名 
 医療保険被保険 

者 証 記 号 番 号 

 

」

を
特 定 疾 病 名    

 
「 特 定 疾 病 名  」

に 

改める。 

   附 則 



 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例施行規則

の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２５号 

都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例

施行規則の一部を改正する規則 

都市計画法に基づく市街化調整区域における開発許可等の基準に関する条例施行規則

（平成１４年小田原市規則第４３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１号及び第２号を次のように改める。 

(1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の災害危険区域（当該

土地の区域について小田原市建築基準条例（平成１５年小田原市条例第３０号）第

４条ただし書の規定の適用を受けることができる場合を除く。） 

(2) 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域 

第３条第３号中「（平成１５年小田原市条例第３０号）」を削り、同条中第１２号を

第１６号とし、第４号から第１１号までを４号ずつ繰り下げ、第３号の次に次の４号を

加える。 

(4) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年

法律第５７号）第７条第１項の規定により指定された土砂災害警戒区域（自己の居

住の用に供する建築物を建築する目的で行う開発行為に係る土地の区域を除く。） 

(5) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項

の規定により指定された土砂災害特別警戒区域 

(6) 特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水

被害防止区域 

(7) 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号に規定する浸水想定

区域のうち、浸水した場合に想定される水深が３．０メートル以上の区域 

附 則 



この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



マンションの建替え等の円滑化に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２６号 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律施行細則（平成２７年小田原市規則第４

号）の一部を次のように改正する。 

第８条第４項を削る。 

第９条第１項第１号中「第１０２条第１項の規定による認定の申請に係る」を「第 

１０２条第２項第１号に該当するものとして同項の認定を受けようとする」に、「同条

第２項」を「同号」に改め、同項第２号中「配置図その他の前号に規定する」を「配置

図、平面図その他前号の」に改め、同条第２項中「第１０２条第１項の規定により認定

の」を「第１０２条第２項第１号に該当するものとして同項の認定を受けようとするマ

ンションについて同条第１項の規定により」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。 

２ 省令第４９条第２項第３号の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(1) 配置図、平面図その他法第１０２条第２項第２号から第５号までのいずれかに該

当するものとして同項の認定を受けようとするマンションを特定するために必要な

書類 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 



小田原市土地開発基金に関する条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２７号 

小田原市土地開発基金に関する条例施行規則を廃止する規則 

小田原市土地開発基金に関する条例施行規則（昭和４５年小田原市規則第２２号）は、

廃止する。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



 

小田原市市民ホール整備基金条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。 

 

  令和 ４ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２８号 

小田原市市民ホール整備基金条例施行規則を廃止する規則 

小田原市市民ホール整備基金条例施行規則（平成２９年小田原市規則第８号）は、廃 

止する。 

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 


